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 当調査研究は、日本の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の認識を定期的に把握するこ

とによって、景気・雇用・生活の動向を明らかにするとともに、政策的諸課題を検討するにあた

っての基礎的資料を得ることを目的とした所内研究プロジェクトである。2001年４月に第１回調

査を開始して以降、年２回（4月・10月）調査を実施している。今回の第２回調査では、トピック

ス調査として「政労使の雇用維持努力についての評価」「政策課題、医療保険改革についての評

価」「雇用不安の構造」「消費不況と収入、不安」に関する質問項目を設けた。 

今回のアンケート調査では、約 750 名の雇用者から回答があり、以下のような結果が得られた。 

◆ 景気の現状は半年前より悪化、来年の見通しも悪化割合が大きく上昇する。 

◆ ４人に１人が「失業の不安」。過半数が自己防衛策として「生計費の節約」等を行う。 

  ３人に１人が自分と身近での倒産や失業等の経験者がいる。 

◆ 世帯収入・支出とも厳しさが増し、暮らし向きは悪化、生活全般の満足度はやや低下。 

◆ 政労使の雇用維持努力に低い評価、とくに政府は４分の３が「努力していない」と評価。 

◆ 政策課題は、景気対策が圧倒的に第１位、続いて社会保障、雇用対策となっているが、そ

の実現には悲観的である。また、医療保険改革案については、７割強が否定的である。 
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